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第３ 歳入・歳出・債権管理の状況 
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１ 歳入・歳出関係 

（１） 一般会計 

ア 歳入 

（ア）証紙収入を除く歳入                         （単位：円） 

款 目 節 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

 
 

児童福祉費 3,930,780 2,047,250 0 1,883,530 

過年度収入 9,953,020 607,840 0 9,345,180 

民生負担金 13,883,800 2,655,090 0 11,228,710 

分担金及び負担金 13,883,800 2,655,090 0 11,228,710 

 
 土地建物等 0 0 0 0 

環境保健使用料 0 0 0 0 

使用料及び手数料 0 0 0 0 

 

 
過年度収入 8,480 0 0 8,480 

延滞金 25,180 18,600 0 6,580 

延滞金 33,660 18,600 0 15,060 

 

総務費 240 240 0 0 

民生費 40,406,368 33,635,054 0 6,771,314 

過年度収入 45,828,099 3,798,347 0 42,029,752 

雑入 137,364 137,324 0 40 

雑入 86,372,071 37,570,965 0 48,801,106 

諸収入 86,405,731 37,589,565 0 48,816,166 

合  計 100,289,531 40,244,655 0 60,044,876 

 

（イ）証紙収入による歳入         （単位：円） 

細 節 件 数 金 額 

総務学事課 54 40,500 

医療施設等許可 7 171,000 

麻薬免許 32 124,800 

医薬品医療機器等 109 953,020 

温泉 8 142,000 

食品関係営業許可 675 8,806,800 

公衆浴場営業許可 0 0 

旅館営業許可 3 51,400 

理容所等開設検査 15 240,000 

クリーニング所開設検査 2 32,000 

建築物衛生管理業者登録 4 150,000 

合  計 909 10,711,520 
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  イ 歳出                                 （単位：円） 

款 科  目 令達額 支出済額 残  額 

総務費 財産管理費 1,909,440 1,909,440 0 

民生費 

社会福祉総務費 2,949,680 2,878,480 71,200 

福祉事務所費 9,857,050 9,514,561 342,489 

老人福祉費 472,220 192,386 279,834 

婦人福祉費 80,000 61,669 18,331 

障害者福祉費 54,000 50,000 4,000 

児童福祉総務費 121,880 103,310 18,570 

児童措置費 11,842,372 11,842,372 0 

児童相談所費 7,727,000 7,256,500 470,500 

ひとり親家庭等福祉費 1,799,200 1,797,440 1,760 

障害児福祉費 11,000 11,000 0 

生活保護総務費 5,206,000 4,964,907 241,093 

扶助費 967,661,000 938,112,273 29,548,727 

救助費 29,981 29,981 0 

環 境 

保健費 

結核対策費 1,957,900 1,768,201 189,699 

予防費 1,868,080 1,341,500 526,580 

母子保健対策費 654,240 448,635 205,605 

精神保健福祉費 1,084,640 970,260 114,380 

生活習慣病対策費 342,500 291,360 51,140 

食品衛生費 1,222,000 1,195,692 26,308 

生活衛生総務費 926,450 874,983 51,467 

生活衛生指導費 96,000 96,000 0 

保健所費 10,678,270 10,038,575 639,695 

医務費 826,910 788,750 38,160 

薬務費 380,680 319,221 61,459 

企画調整費 448,920 319,272 129,648 

自然保護総務費 84,000 84,000 0 

合  計 1,030,291,413 997,260,768 33,030,645 
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（２）母子父子寡婦福祉特別会計 

ア 歳入                                  （単位：円） 

 

 

 

 

イ 歳出                                  （単位：円） 
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２ 債権管理の体制 

債権管理については、平成１９年４月１日に定めた「上北地域県民局地域健康福祉部収入未済解

消対策要綱」に基づき、主に収入未済対策会議を開催し、収入未済の解消に努めることとしている。 

 

（１）事務分担 

ア 収入未済対策会議の招集･･･各総室長 

イ 償還指導等      ･･･発生各総室で対応 

 

（２） 収入未済対策会議 

ア 開催予定時期･･･９月、２月 

イ 検討事項 

（ア） 納入金等長期に滞納（納入期限後概ね６ヶ月を経過）している債務者の状況分析及び債務

者に対する具体的指導方針の検討・策定に関すること。 

（イ） 上記の指導方針の実施状況の管理に関すること。 

（ウ） その他納入促進を図るために必要と認められること。 

ウ 構成員 

（ア） 各総室･･･総室長、次長、債権に関する課長（査察指導員を含む）、ケース担当者、徴収 

        事務（債権）担当者、その他納入指導に関係のある職員 

 

（３） 償還指導等 

長期に滞納しているケースについて、収入未済対策会議での検討結果を踏まえ、各総室が家庭訪問

等により償還指導等を行う。 
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３ 収入未済対策会議の開催状況 

収入未済金のうち、保護課は、生活保護費に係る返還金、福祉調整課は、母子（父子・寡婦）福祉資

金貸付金に係る償還金が多額となっている。また、こども相談課は、施設入所に係る費用徴収金の未納

額が多額となっている。 

このことから「収入未済解消対策要綱」により、平成３０年度において収入未済対策会議を下記のと

おり開催し、償還指導等を行った。 

なお、令和元年度においても収入未済対策会議を開催し、会議での検討結果を踏まえ、各総室が収入

未済の早期解消に努めることとする。 

 

（１） 生活保護費返還金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H30.9.27 

H30.10.3 

H30.10.5 

４６ 過年度債権のある継続ケースのうち今年度納入がないもの 

H31.2.25 

H31.2.27 

H31.2.28 

３４ 
 現年度に調定した債権のあるケース及び過年度債権のある廃

止ケースのうち６ヶ月以上納入がないもの 

 

（２） 母子（父子・寡婦）福祉資金貸付金償還金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H30.10.4 １０ 

滞納のあるケースを A、B、C でランク付けし、A 及び B ラン

クのケースのうち償還指導方針に関する協議が必要な事例、全

事例のうち、債権回収委託に関する協議が必要な事例。（債権回

収委託ケースは除く。） 

H31.2.8 

H31.2.26 
８ 上記同様。 

 

（３） 児童福祉施設入所に係る費用徴収金 

実施年月日 ケース検討数 備   考 

H30.10.2 ３３  滞納がある全ケース 

H31.2.26 ３１  滞納がある全ケース 

 

 

 


